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○ 社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士国家試験事業（指定業務）
「社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）」及び「精神保健福祉士法（平成９年法律第１３１号）」による指

定試験機関に指定され、毎年、社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士の国家試験を実施。

○ 社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士登録事業（指定業務）
「社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）」及び「精神保健福祉士法（平成９年法律第１３１号）」による指

定登録機関に指定され、社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士の資格に関する登録事業を実施。

○ その他の事業（出版事業、研修事業、介護支援専門員試験問題作成事業等）

目 的 社会福祉に関する調査研究及び啓発宣伝、社会福祉施設の経営に必要な援助並びに社会
福祉士、介護福祉士及び精神保健福祉士に係る試験及び登録に関する事務並びに介護支

援専門員に係る試験に関する事業を行い、もって我が国の社会福祉の振興発展に寄与する
ことを目的とする。

設 立 年 次 昭和２１年３月２５日

※「財団法人社会事業振興会」として設立。昭和６３年４月「財団法人社会福祉振興・試験センター」へ改称。

理 事 長 田中 敏雄

役 職 員 数 ７６人(役員１５人：理事長（常勤）、理事１２（うち２は常勤）、監事2、職員６１人) (平成22年4月1日現在)
※常勤理事1及び監事1（厚生労働省ＯＢ）は平成22年６月に退任。
現在、厚生労働省OBの役員は２人（理事長、常勤理事１）おり、任期途中の本年度末退任予定。

予 算 額 ４8億円（国からの財政支出はなし）

法人の概要

主な業務の概要

H22.04.01現在

（財）社会福祉振興・試験センターの概要

1



社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士
にかかる指定試験機関・指定登録機関について

１．社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士資格・試験の概要

（１）社会福祉士の概要

①概要

○ 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）に基づく名称独占の国家資格。

○ 専門的知識及び技術をもって、身体上若しくは精神上の障害があること又は環境上の理由

により日常生活を営むのに支障がある者の福祉に関する相談に応じ、助言、指導、福祉サー

ビスを提供する者又は医師その他の保健医療サービスを提供する者その他関係者との連絡

及び調整その他の援助を行う。

（参考）主な従事分野

・高齢者施設、障害者施設等の社会福祉施設における生活相談員

・病院における相談員

・行政機関における福祉職（ケースワーカー等）

② 資格取得方法

福祉系４年制大学卒業者（指定科目履修）、社会福祉士指定養成施設卒業者等で、社会福

祉士国家試験に合格し登録することが必要である。
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③ 社会福祉士国家試験の概要

○ 形 態

年１回の筆記試験（１月下旬に実施）

○ 筆記試験の科目（１９科目）

①人体の構造と機能及び疾病、②心理学理論と心理的支援、③社会理論と社会システム、

④現代社会と福祉、⑤社会調査の基礎、⑥相談援助の基盤と専門職、⑦相談援助の理論と方法、

⑧地域福祉の理論と方法、⑨福祉行財政と福祉計画、⑩福祉サービスの組織と経営、⑪社会保

障、⑫高齢者に対する支援と介護保険制度、⑬障害者に対する支援と障害者自立支援制度、⑭

児童や家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度、 ⑮低所得者に対する支援と生活保護制度、

⑯保健医療サービス、⑰就労支援サービス、⑱権利擁護と成年後見制度、⑲更生保護制度

○ 試験の実施状況（平成２１年度実施の第２２回試験結果）

受験者数４３，６３１人、合格者数１１，９８９人（合格率２７．５％）

④ 資格者の登録状況

１３４，０６６人（平成２２年９月末現在）
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（２）介護福祉士の概要

① 概要

○ 社会福祉士及び介護福祉士法に基づく名称独占の国家資格。

○ 専門的知識及び技術をもって、身体上又は精神上の障害があることにより日常生活を

営むのに支障がある者につき心身の状況に応じた介護を行い、並びにその者及びその

介護者に対して介護に関する指導を行う。

（参考）主な従事分野

・特別養護老人ホーム等の社会福祉施設における介護職員

・訪問介護事業所におけるホームヘルパー

② 資格取得方法

○ 次の２つの方法がある。

① 厚生労働大臣が指定した養成施設を卒業する方法

② ３年以上介護等の業務に従事した者、福祉系高校を卒業した者等が介護福祉士国家

試験に合格する方法
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③ 介護福祉士国家試験の概要

○ 形 態

・ 年１回試験（第１次試験（筆記試験）、第２次試験（実技試験））

・ 筆記試験については１月下旬、実技試験については３月上旬に実施。

○ 筆記試験の科目（１３科目）

①社会福祉概論、②老人福祉論、③障害者福祉論、④リハビリテーション論、

⑤社会福祉援助技術（演習を含む）、⑥レクリエーション活動援助法、⑦老人・障害者の心理、

⑧家政学概論、⑨医学一般、⑩精神保健、⑪介護概論、⑫介護技術、⑬形態別介護技術

○ 試験の実施状況（平成２１年度実施の第２２回試験結果）

受験者数１５３，８１１人、合格者数７７，２５１人（合格率５０．２％）

④ 資格者の登録状況

８９８，４２９人（平成２２年９月末現在）
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（３）精神保健福祉士の概要

① 概要

② 資格取得方法

○ 保健福祉系４年制大学卒業者（指定科目履修）、４年生大学卒業後精神保健福祉士指定

養成施設卒業者等で、精神保健福祉士国家試験に合格し登録することが必要である。

○ 精神保健福祉士法（平成９年法律第１３１号）に基づく名称独占の国家資格。

○ 専門的知識及び技術をもって、 精神障害者の社会復帰に関する相談に応じ、助言、指

導、日常生活への適応のために必要な訓練その他の援助を行う。

（参考）主な従事分野

・精神科病院における相談員・指導員

・精神障害者社会復帰施設における相談員・指導員
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３．精神保健福祉士国家試験の概要

○ 形 態

年１回の筆記試験（１月下旬に実施）

○ 筆記試験の科目（１５科目）

①人体の構造と機能及び疾病、 ②心理学理論と心理的支援、 ③社会理論と社会システム、

④現代社会と福祉、 ⑤地域福祉の理論と方法、 ⑥福祉行財政と福祉計画、 ⑦社会保障、

⑧低所得者に対する支援と生活保護制度、 ⑨保健医療サービス、⑩権利擁護と成年後見制

度、⑪精神医学、 ⑫精神保健学、 ⑬精神科リハビリテーション学、 ⑭精神保健福祉論、⑮精

神保健福祉援助技術

○ 試験の実施状況（平成２１年度実施の第１２回試験結果）

受験者数 ７，０８５人、合格者数 ４，４８８人（合格率６３．３％）

４ 資格者の登録状況

４７，８３３人（平成２２年９月末現在）
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２．指定試験機関及び指定登録機関制度について

○社会福祉士：社会福祉士及び介護福祉士法第１０条第１項（試験）、第３５条第１項（登録）

○介護福祉士：社会福祉士及び介護福祉士法第４１条第１項（試験）、第４３条第１項（登録）

○精神保健福祉士：精神保健福祉士法第１０条第１項（試験）、第３５条第１項（登録）
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（１）根拠規定

・ 職員、設備、試験事務の実施の方法その他の事項についての試験事務の実施に関する計画が、

試験事務の適正かつ確実な実施のために適切なものであること

・ 試験事務の実施に関する計画の適正かつ確実な実施に必要な経理的及び技術的な基礎を

有すること

・ 一般社団法人又は一般財団法人であること

・ 試験事務以外の業務により試験事務を公正に実施することができないおそれがないこと

・ 指定を取り消され、その取消しの日から起算して二年を経過しない者でないこと

・ 役員に、①資格法に違反して刑に処せられ、執行が終わらない、又執行を受けることがなくなっ

てから２年を経過しない者がいないこと、②解任命令により解任され、その解任の日から２年を経過

しない者がいないこと

（２）指定要件



３．指定の必要性及び当該法人が指定されている理由について

（１）指定の必要性

（２）（財）社会福祉振興・試験センターが指定されている理由

○ 当該法人は設立当初から社会福祉分野に精通しており、試験事務の実施に必要な基礎を

有していたことを踏まえ指定された。

○ 制度創設以来２０年が経過し、当該法人には、受験資格の審査（介護業務・相談援助の実務

経験の判定等）から問題作成・試験の実施等に至るまで、秘密保持、危機管理等に関する十分

なノウハウが蓄積されており、また、当該法人においては、質の高い試験問題作成にあたる試

験委員会への支援体制の拡充を図っている。

○ 試験問題の質を確保し、問題作成に関するノウハウを蓄積していくためには、国の関与の下、

同一の組織が継続的に問題作成に当たる必要がある。

○ また、試験問題や登録簿における個人情報の漏洩を防止し、例年２０万人近くの受験者がい

る社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士国家試験について、受験資格の審査や不正行為

への対処なども含めて滞りなく実施していくためには、特定の組織が一元的に試験事務を行うこ

とが必要であり、指定制度を採用しているところ。

○ 試験の全国斉一的に適正かつ確実な実施という公益性、及び行政事務の効率的運営の観点

から、当該指定制度には公益法人要件が付されており、役員の選任や事業計画等に認可を要

するなど、国の強い関与が規定されている。
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４．改革方針
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○試験事業安定積立資産（２８．０億円）
平成２３年度からの３年間、受験手数料を大幅に引き下げ、受験生へ還元し、全額を解消。

※社会福祉士については、5年間

○登録事業安定積立資産（６．４億円）
平成２３年度からの３年間、介護福祉士登録手数料を大幅に引き下げ、登録者へ還元し、

資産規模を半減（３．２億円）。

○公益事業拡充資金等資産（５．１億円）
福祉介護従事者の資質向上事業に還元する。

※上記の推計は、現時点での将来の見込である。

22年度 23年度～ 26年度～ 28年度～

社 会 福 祉 士 受 験 手 数 料 9,600円 5,580円 5,580円 10,340円

介 護 福 祉 士 受 験 手 数 料 12,500円 10,650円 13,420円 13,420円

精神保健福祉士受験手数料 11,500円 9,750円 13,140円 13,140円

22年度 23年度～ 26年度～ 28年度～

介護福祉士登録手数料 4,050円 3,320円 4,990円 4,990円

※上記の推計は、現時点での将来の見込である。

※更に、３．２億円は登録者現況調査、就労状況調査の費用に充てる。

平成２２年６月の厚生労働大臣指示を受け、積立金を大幅縮減。



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

試
験
業
務

登
録
業
務

養
成
施
設
向
け

登
録
の
手
引
き
発
送

筆
記
試
験
受
験
票

送
付

３
試
験
筆
記
試
験

介
護
実
技
試
験受験申込書の受理

受験資格審査
（約２２万人分）

新
規
登
録

受
付
・審
査

試験問題作成期間（約７ヶ月間）

試験委員会において問題の作成、選定、調整、決定、校正等実
施（延べ３５５回開催）

合
格
発
表

「登
録
の
手
引
き
」発
送

登
録
証
の

発
行
・郵
送

（約
10
万
人
分
）

翌々年度の試験会場確保
（筆記約60会場、実技26会場）

試験会場設営
試験の監督等

答案採点

登録申請
集中期間
(３月～５月)

合否判定
合
格
証
送
付

合
格
証
送
付

随時変更申請受付、データの管理

登録の取消手続、取消原因の調査等

（参考）指定業務年間スケジュール
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